
次世代エッジAI半導体における日本の国家戦
略とグローバル競争力の全容：2030年代の
社会実装に向けた課題と展望 
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序論：エッジAI半導体が握る次世代コンピューティングの覇権
と国家プロジェクトの胎動 
2026年5月、日本の半導体産業における歴史的な転換点となる可能性を秘めた大規模な国家プロ
ジェクトが本格的な始動を迎えた。「次世代エッジAI半導体」の開発に向け、文部科学省および科学
技術振興機構（JST）の主導のもと、国内の主要大学と民間企業から総勢500名規模の研究者が結
集する類を見ない産学連携体制が構築されたのである1。この巨大プロジェクトの根底にあるのは、

単なる技術的な優位性の追求ではなく、2030年代に到来が確実視されている「電力の壁」と、日本
固有の社会構造的課題に対する極めて切迫した危機感である。 

現在、人工知能（AI）の急速な進化と普及は、データセンターを中心とした巨大なクラウド・コンピュー
ティング基盤に大きく依存している。しかし、このままのペースでAIモデルの大規模化と利用拡大が
進行した場合、2030年代には全世界のクラウドシステムの消費電力が、地球上の全発電エネル
ギーを凌駕する恐れがあるという衝撃的な予測がなされている3。この物理的・エネルギー的な限界

を突破するためには、データセンター側に集中している膨大な演算負荷をエンドユーザーの端末側、

すなわち「エッジ」へと分散させ、劇的な低消費電力化と高効率化を実現する次世代エッジAI半導体
の実用化が不可避の命題となっている3。 

さらに、日本国内の固有の事情として、少子高齢化に伴う深刻な労働力不足が進行しており、サー

ビス、医療・福祉、製造、運輸などのあらゆる基幹産業を維持するためには、ロボティクス等の高度

な自律システムによる徹底的な自動化が不可欠となっている3。これらの自律システムが、刻々と変

化する現実世界においてリアルタイムかつ低遅延で高度な判断を下すためには、クラウドへの通信

を介さず、端末側単独で推論処理を完結できる強力なエッジAI半導体（フィジカルインテリジェンスの
基盤）が求められる3。 

本稿では、この国家プロジェクトの全容を詳細に解剖し、激化するグローバルな半導体開発競争に

おいて日本が勝機を見出すための条件を多角的に分析する。特に、過去の多くの国家プロジェクト

が陥ってきた「魔の川（基礎研究の停滞）」や「死の谷（事業化への障壁）」を乗り越え、研究成果を5
年後の2030年に単なる論文や試作チップの発表で終わらせず、2030年代前半までに「採用企業・
量産ライン・設計IP・特許網・標準化・実装拠点」へとシームレスに接続するための具体的なエコシス
テム構築戦略について、競合他国や巨大テック企業の動向と詳細に比較しながら網羅的に論述す

る。 

第1章：国家プロジェクト「次世代エッジAI半導体研究開発事



業」の構造と技術的要衝 
本プロジェクトは、単一の要素技術開発にとどまらず、材料科学、回路設計、実装技術、そして最終

的なアプリケーション（ユースケース）に至るまで、極めて広範な技術領域を統合的に推進するス

キームとなっている。その組織構造と技術的アプローチは、過去の反省を踏まえた極めて戦略的な

ものとなっている。 

1.1 参画機関と開発体制の全容 
JSTが推進する本事業の中核的な研究課題の一つが、「エッジAI半導体を実現する3Dヘテロ集積技
術」である4。この研究課題は、東北大学大学院医工学研究科の田中徹教授を研究代表者（PI）とし
て迎え、2025年度から5年間にわたる長期的な視野で事業が展開される1。 

研究分担機関の陣容は、日本の学術界と産業界におけるトップランナーが網羅されている。アカデミ

アからは東北大学、北海道大学、東京大学、熊本大学などが参画し、高度な基礎研究を担う4。一

方、産業界からはセイコーエプソンをはじめとする民間企業6社が名を連ねており、理論の実証と量
産化技術の確立を並行して進める体制が敷かれている4。さらに、JST事業全体の広範なスキームに
おいては、理化学研究所、慶應義塾大学、そして社会実装を担うディープテック・スタートアップであ

る株式会社Mitate Zepto Technica（MZT）なども参画しており、基礎研究から応用・実装への切れ目
のないパイプラインが構築されている2。 

プログラム全体の監督・推進体制も極めて強固である。3D集積技術のテーマにおいては、プログラ
ムオフィサー（PO）に九州大学名誉教授が就任し、事業全体の最高責任者たるプログラムスーパー
バイザー（PSV）を東京大学名誉教授の宮野健次郎氏が務めるなど、日本の半導体・材料科学分野
における重鎮がプロジェクト全体の戦略的舵取りを行う6。 

 

役職・機関分類 氏名・機関名 主な役割と担当領域 

プログラムスーパーバイザー 
(PSV) 

宮野 健次郎 (東京大学 名誉
教授) 

次世代エッジAI半導体研究
開発事業全体の統括と戦略

的指揮 6 

プログラムオフィサー (PO) 九州大学 名誉教授 テーマ②「3D集積技術」にお
けるプロジェクト推進および

評価 6 

研究者代表者 (PI) 田中 徹 (東北大学 大学院医
工学研究科 教授) 

「エッジAI半導体を実現する
3Dヘテロ集積技術」の具体
的な研究統括 1 

アカデミア参画機関 東北大学、北海道大学、東

京大学、熊本大学、理化学

新材料の探索、次世代AI回
路アーキテクチャの基礎研



研究所、慶應義塾大学 究、若手人材の育成 1 

民間企業（基盤技術） セイコーエプソン、ほか民間

企業6社 
異種材料低温ハイブリッド接

合・インターポーザ技術等の

高密度実装開発 1 

民間企業（社会実装） 株式会社Mitate Zepto 
Technica (MZT) 

ゲノム解析用専用半導体

等、特定ユースケースに向け

た実用化・社会実装 2 

1.2 破壊的イノベーションの核：3Dヘテロ集積技術 
本プロジェクトが技術的なブレイクスルーの絶対的な核として位置づけているのが「3Dヘテロ集積技
術（3D Heterogeneous Integration）」である。これは、ムーアの法則に基づく従来の2次元的な微細
化（ノードの縮小）が物理的、熱的、および経済的な限界を迎えつつある中、半導体の性能向上と劇

的な低消費電力化を両立するための最も有力なアプローチとされている1。 

この技術は、ロジック回路、メモリ、アナログ・センサー回路、さらには光通信部品など、それぞれ異

なる最適なプロセス技術で製造された異種のチップ（チップレット）や材料を組み合わせ、極めて小さ

なスペースに高密度で立体的に集積する手法である1。エッジAIシステムにおいて最大の電力消費
源となるのは、実はプロセッサによる演算そのものではなく、プロセッサと外部メモリ間のデータ転送

（データムーブメント）に伴うエネルギー損失である。3Dヘテロ集積技術を用いて、メモリとロジックを
微小なマイクロバンプやシリコン貫通電極（TSV）を介して立体的に直結させることで、配線長を従来
のミリメートル単位からマイクロメートル単位へと劇的に短縮することができる。これにより、配線にお

ける寄生容量を極限まで削減し、データ転送に伴う消費電力を桁違いに低下させることが可能とな

るのである。 

この極めて難易度の高い実装領域において重要な役割を果たすのがセイコーエプソンである。同社

は長年、時計やプリンターなどの小型デバイス開発を通じて、極限まで消費電力を削る低消費電力

半導体技術と、限られた空間に多数のコンポーネントを配置する高密度実装のノウハウを蓄積して

きた1。エプソンは本プロジェクト内において「異種材料低温ハイブリッド接合・インターポーザ技術開

発グループ」に属しており、熱によるチップへのダメージを防ぎながら異種材料を高精度に接合する

最先端のパッケージング技術の開発に貢献する4。高性能・高機能なエッジAI半導体の実現には、こ
うした高度な高密度実装技術が不可欠のピースとなる1。 

1.3 アプリケーション特化型アーキテクチャの社会実装：MZTの事例 
技術開発が学術的な「要素技術の追求」のみで終わることを防ぐため、本プロジェクトでは極めて具

体的なユースケースを想定した開発・実装パイプラインが初期段階から組み込まれている。その最も

象徴的な好例が、株式会社Mitate Zepto Technica（MZT）による「ゲノム解析の専用半導体による
高速化」の取り組みである2。 

MZTは2026年度（2026年4月）から本研究課題に正式に参画し、医療・創薬・研究インフラ分野にお
ける実用化の最前線を担うこととなる2。汎用的なGPUを使用してあらゆる計算を力技で処理するの



ではなく、特定のアルゴリズム（例えば、膨大なゲノム配列のアライメントや変異解析の並列処理な

ど）に完全に特化した専用半導体（ASIC）を設計し、それを前述の3Dヘテロ集積技術を用いて高密
度にパッケージングすることで、解析速度の圧倒的な向上とシステム全体の消費電力の劇的な削減

を同時に狙う戦略である。同社の原島圭介代表取締役社長がコメントで述べているように、この取り

組みは「研究から社会実装への移行フェーズ」を体現するものであり、エッジAI半導体が実際の高度
な産業・医療インフラにどのように組み込まれ、価値を生み出すかを示す強力なユースケースとなる
2。 

第2章：「死の谷」を越えるための制度的・戦略的アプローチ 
日本の過去数十年にわたる国家プロジェクトの多くは、世界をリードする優れた基礎研究成果を生

み出しながらも、それをグローバルな産業競争力や具体的な製品シェアへと変換できずに終わると

いう苦い歴史を持っている。本プロジェクトが掲げる最大の成功条件は、5年後の段階で「論文発表
や試作チップの完成」で満足して終わらせず、2030年代前半までに「採用企業・量産ライン・設計IP・
特許網・標準化・実装拠点」という強固な商業的・産業的エコシステムまで一気通貫で接続すること

である。この極めて高いハードルをクリアするために、JSTと文科省はかつてない斬新かつアジャイ
ルなマネジメント手法を導入している。 

2.1 ユースケースからの「バックキャスト」アプローチによるデマンド・プル戦略 
最大の戦略的転換は、研究者の好奇心に基づく「シーズ・プッシュ（技術ありき）」の開発パラダイム

から、市場の需要を起点とする「デマンド・プル（需要起点）」への完全な移行である。文部科学省の

評価資料によれば、本事業では「未来社会予測や日本の強みを踏まえ、ユースケースからバック

キャストしたコア技術について統合的な研究開発に取り組む」ことが基本方針として明確に規定され

ている3。 

これは、単に「他国よりも高性能なAIチップを作る」という抽象的かつ無謀な目標を立てるのではな
く、自動運転システム、工場の自律型産業用ロボット、ゲノム解析機器など、2030年代の社会インフ
ラに必須となる具体的なエッジシステム（ユースケース）の要件を先に定義することを意味する。その

システムが現場で稼働する際に要求される絶対的な消費電力の上限、リアルタイム制御に必要な遅

延の許容範囲、そして必要な計算精度から逆算（バックキャスト）して、半導体の新材料探索の方向

性や、次世代AI回路アーキテクチャの仕様を厳密に決定していくのである3。このように、ユースケー

スを明確に見据えた研究開発を行うことで、開発された要素技術がそのまま顧客企業の製品に組み

込まれる（採用企業の獲得）確率を飛躍的に高める戦略が採用されている。 

2.2 アジャイルな研究マネジメント体制と若手人材の育成 
技術開発における「死の谷」を越えるためには、硬直化した多年度にわたる固定的な研究体制を打

破し、グローバルな技術トレンドの変化や初期の失敗に応じて柔軟にリソースを再配分するアジャイ

ルな仕組みが不可欠である。本事業では、プログラムディレクター（PD）、プログラムオフィサー（PO
）、そして各研究代表者（PI）に強力な予算配分および人事に関する裁量を与え、プロジェクト進行中
の柔軟な体制変更や、関連する他チーム間の連携を機動的に行える仕組みが制度として導入され

ている3。 

このアジャイルなマネジメント体制は、単に研究開発のスピードを加速するだけでなく、異分野の研



究者の新規参画や、これからの産業を背負って立つ若手研究者の活躍を強力に促進する効果も持

つ3。AI回路設計、材料科学、光学、医学（ゲノム）など、従来は大学組織のなかで縦割りであった分
野の専門家が「オールジャパンのチーム体制」の下で密接に交流し、分散・ネットワーク型の研究基

盤を共有することで、単なる要素技術の足し算では決して生まれない、異分野融合による全く新しい

知の創出が期待されている3。将来の半導体産業を担う人材の育成（若手研究者の参画人数の定量

化など）も、本事業の継続性を担保する評価基準の重要な柱として組み込まれている3。 

 

定性・定量評価項目 評価の視点と基準 本事業における具体的な取

り組みと期待される成果 

新しい知の創出への貢献（定

性的） 
持続可能性を考慮しつつ、超

低消費電力のエッジAI半導
体の実現につながる成果が

創出されているか 

バックキャスト手法に基づくコ

ア技術の統合的な研究開

発。分散・ネットワーク型の研

究基盤整備を通じた異分野

交流の促進 3 

新しい知の創出への貢献（定

量的） 
支援課題数、国際学会（

ISSCC, IEDM等）での発表件
数、特許出願件数 

単なる基礎研究にとどまら

ず、デファクトスタンダード形

成に向けたトップカンファレン

スでの発信と、実用化を見据

えた強力な特許網の構築 3 

人材の養成（定性的） 異分野研究者の参画や若手

研究者の活躍を促進し、人

材育成にも貢献しているか 

PD、PO、PIへの裁量付与に
よる柔軟な体制構築。若手

が挑戦しやすいアジャイルな

研究環境の提供による将来

の半導体人材の底上げ 3 

人材の養成（定量的） 若手研究者の参画人数 枯渇する国内半導体エンジ

ニア・研究者の層を厚くする

ための具体的な数値目標の

達成 3 

2.3 2030年代前半に向けたエコシステム構築：知財・標準化への接続 
研究成果を最終的な量産ラインや実装拠点に接続するためには、オープン・イノベーションとクロー

ズド・イノベーションの極めて高度な使い分けが求められる。文科省の指針にもある通り、国際学会（

ISSCC, IEDM等のトップカンファレンス）での発表件数が定量的な評価基準として設定されており、基
礎的なアーキテクチャに関する学術的プレゼンスの確立と、実用化に向けた特許出願（特許網の構

築）が同時並行で進行するよう設計されている3。 

特に、本プロジェクトの核となる「3Dチップレット集積技術」においては、異なるメーカーが製造した異
なるチップレットを基板上で相互接続するためのインターフェース規格（UCIeなど）の「標準化（



Standardization）」への関与が、将来の市場覇権を左右する最大の要因となる。日本独自の高度な
高密度実装技術のノウハウをブラックボックスとして徹底的に秘匿する部分（クローズドなコアIP）と、
グローバルな半導体エコシステムに接続するためにオープンにして規格化を主導する部分を明確に

切り分け、戦略的な知財ポートフォリオを構築することが、2030年代に「設計IP」を提供するビジネス
モデルを確立するための絶対条件となる。 

第3章：グローバル開発競争の現状と巨大テック企業の包囲
網 
日本が国を挙げて挑むエッジAI半導体の開発競争は、現在、歴史上最も利益率が高く、同時に勝者
総取り（winner-take-all）のダイナミクスが強烈に働く極めて過酷な市場で展開されている7。AIブー
ムを最大の推進力として、世界の半導体産業の売上高は2024年の7,750億ドルから、2030年には
約1兆6,000億ドルという天文学的な規模へと倍増することが予測されている7。この爆発的な成長市

場において、競合となる国家やグローバル企業の現状は、日本にとって圧倒的な脅威である。 

 

 
 



3.1 圧倒的な支配者：NVIDIAとファウンドリの巨人TSMCによる二重の壁 
AI半導体市場において、現状の競争環境は米国と台湾の企業による強固な寡占状態にあり、新規
参入には絶望的とも言える高い障壁が存在する。まず設計領域においては、米NVIDIAがAIアクセラ
レーター市場において推計85%から92%という絶対的な市場シェアを握り、事実上の独占状態を構
築している8。同社の強みはCUDAに代表されるソフトウェア・エコシステムだけでなく、次世代ハード
ウェアへの投資スピードにある。技術ロードマップは極めて野心的であり、2026年後半には次世代
プラットフォーム「Rubin」アーキテクチャ（3.6 EFLOPSの密なFP4演算性能を誇り、現行のBlackwellの
3.3倍の性能）を市場に投入する予定である9。さらに2027年にはより強力な「Rubin Ultra」（15 
ExaFLOPS）、2028年には物理学者の名を冠した「Feynman」アーキテクチャを矢継ぎ早に投入する
計画を発表している9。また、チップ間の通信速度もNVLink7によって毎秒1.5PBという脅威的なス
ループットを実現するとしており、データ転送の高速化にも死角はない9。 

さらに、これらの最先端チップの製造工程を事実上独占しているのが台湾のTSMC（Taiwan 
Semiconductor Manufacturing Company）である。AIインフラへの世界的な支出が2026年単年で
約6,600億ドルに達すると予測される中、TSMCは最先端チップ生産の90%以上、ピュアプレイ・ファ
ウンドリ（受託製造）市場全体の約72%を支配している8。特筆すべきは、TSMCが単なるシリコンの微
細化だけでなく、プロセッサと広帯域メモリ（HBM）を基板上で接続する「CoWoS（
Chip-on-Wafer-on-Substrate）」と呼ばれる高度なパッケージング技術においても市場を完全に寡
占している点である8。現在、世界的なAIインフラの拡大は、チップそのものの製造能力ではなく、こ
のTSMCのCoWoSパッケージング能力の深刻な不足によって制約を受けているのが実情である8。 

 



 
 
3.2 モバイル・エッジ領域の覇権争いとカスタムシリコンの台頭 
NVIDIAが大規模言語モデル（LLM）の学習などを担うデータセンター市場を支配する一方で、エンド
デバイス側で推論を行うエッジ領域においても、米国の巨大テック企業がすでに激しいシェア争いを

繰り広げている。年平均成長率21.05%で急拡大するエッジAIチップ市場においては、Qualcomm、
Intel、Apple、そしてGoogle（AlphabetのTPU）などが主要プレイヤーとして君臨している10。 

スマートフォンのプロセッサで圧倒的なシェアを持つQualcommやAppleは、すでに自社のモバイル
SoC（System on a Chip）に強力なNPU（Neural Processing Unit）を統合しており、コンシューマー向
けエッジAIの基盤を確固たるものにしつつある。また、大規模なデータセンターを運用する巨大クラ
ウドプロバイダー（ハイパースケーラー）自身も、NVIDIAへの過度な依存によるコスト高騰と供給不
安を回避するため、汎用GPUから自社専用のカスタムAIチップ（ASIC）の開発へと大きく舵を切って
いる8。このように、エッジとクラウドの両面において、莫大な資金力を持つグローバルプレイヤーが

すでにエコシステムを形成しつつあるのが現状である。 

 

企業名 主要な事業領域とAI半導体
戦略における強み 

市場におけるポジショニング

と動向 



NVIDIA データセンター向けAIアクセ
ラレータの設計、CUDAソフト
ウェアプラットフォーム 

AIアクセラレータ市場の推計
85%～92%を支配。
Rubin(2026年)、
Feynman(2028年)など野心
的なロードマップを展開 8 

TSMC ピュアプレイ・ファウンドリ（半

導体受託製造）、最先端微細

化、CoWoSパッケージング
技術 

最先端チップ生産市場の

90%超を占有。AIインフラ拡
大に伴うCoWoSの供給不足
が市場全体のボトルネックと

なっている 8 

Qualcomm / Apple スマートフォン向けSoC、モバ
イル・エッジデバイス向けAI
統合アーキテクチャ 

デバイス上のNPU（Neural 
Processing Unit）活用によ
り、コンシューマー向けエッジ

AIの基盤を確立 10 

Google (Alphabet) 等 自社データセンター向けカス

タムチップ (TPUなど) の開発
とソフトウェアフレームワーク

の統合 

汎用GPUのコスト増を回避
し、特定のAI推論・学習に特
化した専用ハードウェアによ

る内製化を推進 8 

3.3 日本の生存領域：コンシューマーから産業用・フィジカルAIへの完全なるピ
ボット 
このような米国および台湾企業を中心とした極めて強力なエコシステムの中で、日本が汎用のデー

タセンター向けAIアクセラレータやスマートフォン向けの汎用SoCで今から正面勝負を挑み、勝利す
る可能性は実質的にゼロに等しいと言わざるを得ない。 

しかし、本国家プロジェクトが戦略的な勝機を見出しているのはそこではない。勝算は、「フィジカル

空間の自律化」と「極限の超低消費電力」という特定のベクトルにリソースを集中することにある。工

場内の自律型ロボット、医療現場の生体信号のリアルタイム解析、インフラ監視用のセンサーネット

ワークなど、クラウドへの通信遅延が許されず、かつバッテリーや環境発電など給電能力に極めて

厳しい制限がある産業向け・特殊用途の「エッジ」領域においては、まだ絶対的な覇者は存在してい

ない。 

日本が伝統的に強みを持つ精密加工技術、材料化学、そしてエプソンのような企業が長年培ってき

た低消費電力実装技術1を「3Dヘテロ集積」という形で高度に統合できれば、状況は大きく変わる。
MZTが取り組むゲノム解析用専用チップ2のような、特定用途向け（Domain-Specific）の回路と最先
端パッケージングのIPエコシステムを日本国内で構築できれば、グローバル・サプライチェーンにお
ける不可欠な「チョークポイント（他国が依存せざるを得ない技術的結節点）」を握ることが十分に可

能となるのである。 



第4章：地政学的リスクと「失われたシェア」からの戦略的復権 
技術開発の成否を論じる上で、半導体を巡る地政学的なマクロ環境の激変を無視することはできな

い。現代の半導体産業政策は、純粋な企業の産業競争力という枠組みを超え、国家の経済安全保

障政策と完全に直結している11。 

4.1 凋落の歴史と構造的弱点の克服への決意 
1980年代後半、日本の半導体メーカーはDRAM技術の飛躍的進歩と卓越した製造品質を背景に、
世界の半導体市場の半分以上（シェア50%超）を占めるという圧倒的な黄金時代を築いていた。当
時、世界トップ10企業のうち6社を日本企業が占めていたのである12。この驚異的な成功の背景に

は、1976年に発足した国家主導の「超LSI技術研究組合（VLSIプロジェクト）」による強力な産学連携
体制と、企業間のR&Dリソースの集中があった12。 

しかし、その後の数十年間で日本のシェアは10%未満にまで劇的に低下した12。その凋落の要因は

複合的である。米国政府の圧力による過酷な貿易摩擦（反ダンピング関税の賦課や市場開放の強

要）、1985年のプラザ合意以降の急激な円高による輸出競争力の低下といったマクロ経済要因が存
在した。だが、何よりも決定的な敗因となったのは、産業構造全体が自社で設計から製造までを行う

「垂直統合型（IDM）」から、「設計（ファブレス）」と「製造（ファウンドリ）」が分業する水平分業モデル
へと移行するパラダイムシフトに適応できなかったこと、そしてPC時代に必須となるロジックチップへ
の莫大な投資を怠り、メモリ事業に固執したことである12。 

現在、日本の半導体産業の復権を阻む構造的な壁として、台湾や韓国を含むグローバルな競争の

激化に加え、深刻な技術エンジニア不足、高いエネルギーコスト（電気代）、そして重要な半導体原

材料の海外輸入依存などが挙げられている12。今回の国家プロジェクトで500名もの研究者を集結さ
せ、若手人材の育成をKPIに組み込んでいるのは3、単なる新技術の開発という目的を超え、かつて

の強みであった「分厚い半導体エンジニアの層」を国家的な緊急課題として再構築するという強い意

志の表れである。 

 



 
 
4.2 経済安全保障の確保と地政学的デカップリングの機会 
現在、半導体のグローバル・バリューチェーンは、地政学的緊張、保護主義的な関税政策の導入、

そして輸出規制の強化により、これまでにない巨大な圧力に晒されている7。米国政府は、先端技術

分野における中国への牽制と技術覇権の維持を明確な目的としており、2022年10月に発動した包
括的な輸出規制に続き、半導体製造装置の主要供給国である日本とオランダに対しても、対中輸出

規制に同調するよう強く求めた13。これを受け、日本政府（経済産業省）は米国の枠組みとは異なる

独自の規制枠組みという体裁を取りながらも、2023年7月より半導体製造装置の輸出管理強化策を
施行し、日米商務・産業パートナーシップ（JUCIP）などの多国間枠組みを通じて、国際的な政策協調
を図っている13。 

このようなサプライチェーンの地政学的なデカップリング（分断）は、輸出市場の制限という意味にお

いて日本にとってリスクであると同時に、戦略的復権に向けた強力な追い風でもある。AI演算のイン
フラを支える最先端製造プロセスが、地政学的リスク（いわゆる台湾有事リスクなど）を抱える台湾の

TSMC一社に過度に集中している状況8は、米国を含む西側諸国全体にとって許容できない安全保

障上のアキレス腱となっている。このため、同盟国間におけるサプライチェーンの分散化（フレンド

ショアリング）と強靭化が急務とされており、日本が「エッジAI向けの次世代パッケージング（3D集積）



の強力な量産拠点と設計IP」を国内に確立することは、日米同盟の経済安全保障戦略と完全に軌を
一にする。これは、日本が国際社会において再び不可欠なプレイヤーとしての地位を取り戻すため

の最大のカードとなる。 

4.3 GX移行債（クライメート・トランジション・ボンド）による巨額の資金注入 
このような地政学的かつ産業的な重要性を背景に、日本政府の支援は単なる限定的な研究費の補

助にとどまらない。政府は、半導体産業を国家の脱炭素化と経済成長を両立させる「GX（グリーント
ランスフォーメーション）」の絶対的な中核基盤と位置づけている。 

2025年度の「クライメート・トランジション・ボンド（CT債、GX経済移行債）」の資金使途案を見ると、全
体の予算枠組みの中で、次世代エッジAI半導体の研究開発プログラムが、気候変動対策に資する
新規事業として明確に組み込まれており14、長期にわたる強固な財政的裏付けが用意されている。

このGX債の発行予定総額は1.2兆円に達し、ポスト5G情報通信システム基盤強化に向けた研究開
発（1,502億円）や、AI基盤モデル・先端半導体技術等の研究開発（1,576億円）、ディープテックスター
トアップ支援（300億円）といった既存・継続事業と戦略的に連動しながら14、巨額の国家資本が次世

代のエッジAIエコシステムの構築に向けて集中的に投下される計画となっている。エッジAIによる電
力削減効果が、国家のGX目標達成に直結すると評価されている証左である。 

 

GX移行債（CT
債）適用対象事

業 (2025年度
計画) 

予算額 (億円) 新規/継続 対象分野 目的とプロジェ

クトへの影響 

ディープテック・

スタートアップ

支援事業 

300 継続 GX分野のス
タートアップ 

MZTのような社
会実装を担う新

興企業の資金

調達を支援 14 

ポスト5G情報
通信システム基

盤強化研究開

発 

1,502 継続 半導体/AI 次世代通信イン

フラとエッジAI
の統合に向け

た基盤強化 14 

AI基盤モデル・
先端半導体技

術等の研究開

発 

1,576 継続 半導体/AI クラウドからエッ

ジまでをカバー

するAIモデルと
半導体技術の

高度化 14 

次世代エッジAI
半導体研究開

(本事業枠とし
て規定) 

新規 半導体/AI 超低消費電力

の3D集積エッジ



発プログラム AIデバイスの実
現に直結する

中核事業 14 

第5章：激しい開発競争に勝つための条件と戦略的ロードマッ
プ 
本稿の冒頭で提示された「激しい開発競争に勝てる可能性はあるのか？」という問いに対する専門

的な見地からの結論は、「戦う土俵を誤らず、実装拠点までのエコシステム構築を完遂できれば、十

分に勝機はある」というものである。NVIDIAが支配するクラウド向け巨大AIモデルの学習（トレーニン
グ）市場や、Appleなどが握るスマートフォン向けの汎用SoC市場で今から真っ向勝負を挑み、逆転
することは事実上不可能に近い。しかし、「エッジ領域における特定用途向け超低消費電力推論」と「

3Dチップレット集積のパッケージングIPおよびインターフェース標準化」という特定の土俵において
は、本国家プロジェクトが採用するアプローチは極めて理にかなっており、優位性を築ける余地が残

されている。 

提示された成功条件である「研究成果を5年後（2030年）に単なる論文や試作で終わらせず、2030
年代前半までに『採用企業・量産ライン・設計IP・特許網・標準化・実装拠点』まで接続できるか」を完
全にクリアするためには、JST、大学、そして参画企業が一体となって、以下の3つの連動した戦略的
アクションを遂行することが不可欠となる。 

第一の要件：実装技術のエコシステム化と知財（IP）ビジネスの確立 単に優れた技術を開発して自
社で製造・販売するクローズドなモデルは、もはや通用しない。セイコーエプソン等が開発を進める

「異種材料低温ハイブリッド接合・インターポーザ技術」4は、自社製品専用の技術として囲い込むの

ではなく、世界中のファブレス企業が自社のチップを統合するための「オープンなプラットフォーム」と

して機能させる必要がある。TSMCのCoWoSが現在直面している深刻な供給ボトルネック8は、世界

中の半導体企業が代替となる高度なパッケージング技術を渇望していることを明確に示している。日

本陣営は、開発した3D実装の精密な設計ルールを、チップレットのグローバルな相互接続規格（
UCIeコンソーシアム等）と早期にすり合わせるべきである。これにより、世界中の設計者が日本の実
装基盤を前提として自社のエッジAIチップを設計できるような「設計IPおよび特許網」を構築し、設計
プロセスの上流を押さえることが必須となる。 

第二の要件：ユースケース企業（需要側）の初期段階からの巻き込み 「死の谷」を避けるための最も
有効な手段は、開発の最終顧客を最初からプロジェクト内に抱え込むことである。MZTがゲノム解析
用専用半導体の社会実装を目指してプロジェクトに参画しているように2、自動車メーカー（自動運転

領域）、産業用ロボットメーカー（FA・物流領域）、医療機器メーカーといった、完成品システムをグ
ローバル市場に展開する「採用企業」が、半導体の要件定義の段階（バックキャストの起点）から資

金と人員を投じて参画し続ける仕組みを維持しなければならない。これにより、5年後に試作品が完
成したその瞬間、それが単なる研究発表用のデモ機として放置されるのではなく、直ちにそれら企業

の次期主力製品の「量産ライン」に組み込まれるという確実な商業的パスが担保される。 

第三の要件：「実装拠点」の国内確保と地産地消・フレンドショアリングモデルの構築 最終的な量産
プロセスにおいて、最も微細な先端ロジックチップ（例えば2nm世代など）自体の製造については、莫
大な設備投資を要するTSMC等の海外メガファウンドリに引き続き依存したとしても致命傷にはなら



ない。重要なのは、それらのチップレットを統合し、最終的なエッジAIチップへと組み上げて付加価値
の源泉を創出する「後工程（アドバンスド・パッケージング）」の実装拠点を、日本国内に強固に確立

することである。これは経済安全保障上の要請と完全に合致しており、政府のGX投資14や経済産業

省の強力な補助金戦略と緊密に連携して、次世代3Dパッケージングの大規模量産ラインを国内に
誘致、あるいは国内企業主体で構築することが、本プロジェクトの最終的な出口戦略（Exit Strategy）
となる。 

結論：次世代エッジAI半導体覇権に向けた日本の生存戦略 
2030年代、クラウドデータセンター群が地球の電力供給の物理的限界に直面する時、エッジAIの飛
躍的な性能向上と超低消費電力化は、単なる産業競争力の問題を超え、人類社会の持続可能性を

左右する至上命題となる3。この不可避の未来予測を見据え、産学官から500名規模のトップレベル
の研究者が集結した「次世代エッジAI半導体研究開発事業」は、日本がグローバルテクノロジーの
舞台において、自らの生存領域を確保し、再び主導権を握るための、極めて戦略的かつ野心的な挑

戦である1。 

米国の巨大テック企業によるソフトウェアおよびエコシステムの支配や、台湾TSMCによる最先端製
造の寡占という過酷な現実8を直視しつつも、日本は過去の国家的プロジェクトの失敗（技術シーズ

偏重とそれに伴うガラパゴス化）から深く学び、未来のユースケースからの徹底したバックキャスト

と、機動的なアジャイル型マネジメントという新しい武器を手にした3。 

この歴史的な国家プロジェクトが、エプソンのような企業が長年蓄積してきた高度な低消費電力・高

密度実装技術1と、大学機関による新材料・アーキテクチャの先端基礎研究、そしてMZTのような
ディープテック・スタートアップの持つ機動力と応用力2を、「3Dヘテロ集積」という極めて重要な技術
的結節点において見事に融合させることができれば、未来は開ける。日本は単なる部品や素材の供

給国にとどまることなく、次世代のフィジカルインテリジェンス社会を支える「設計IP・国際標準化・先
端実装拠点のグローバルハブ」としての確固たる地位を2030年代前半までに築き上げることができ
るだろう。その成否は、今後5年間にわたる参画機関の有機的な連携の深さと、国際標準化市場に
おける戦略的かつ獰猛な交渉力にかかっている。 
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